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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第123期中 第124期中 第125期中 第123期 第124期

会計期間

自　平成17年
10月１日

至　平成18年
３月31日

自　平成18年
10月１日

至　平成19年
３月31日

自　平成19年
10月１日

至　平成20年
３月31日

自　平成17年
10月１日

至　平成18年
９月30日

自　平成18年
10月１日

至　平成19年
９月30日

営業収益 (千円) 2,588,858 2,562,762 2,534,631 5,981,987 5,772,375

経常利益 (千円) 388,414 224,227 238,959 985,203 908,757

中間(当期)純利益又は

中間(当期)純損失(△)
(千円) △5,439,537 186,667 180,423 △5,038,030 606,899

持分法を適用した場合

の投資利益
(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 4,340,550 4,340,550 4,340,550 4,340,550 4,340,550

発行済株式総数 (株) 14,040,000 14,040,000 14,040,000 14,040,000 14,040,000

純資産額 (千円) 4,607,860 5,163,852 5,630,512 4,969,108 5,580,400

総資産額 (千円) 26,594,827 26,397,560 25,315,936 26,438,415 26,094,036

１株当たり純資産額 (円) 328.90 368.71 402.25 354.72 398.57

１株当たり

中間(当期)純利益又は

中間(当期)純損失(△)

(円) △388.21 13.33 12.89 △359.59 43.33

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益
(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 5.0

自己資本比率 (％) 17.3 19.6 22.2 18.8 21.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 494,442 551,898 122,216 1,254,909 1,310,042

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △798,530 △111,152 △105,191 △919,025 △682,933

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △446,083 △143,018 △513,494 △826,318 △864,682

現金及び現金同等物の

中間期末(期末)残高
(千円) 3,159,454 3,716,918 2,685,149 3,419,191 3,181,618

従業員数

(ほか、平均臨時雇用者数)
(名)

181

(101)

167

(105)

167

(119)

192

(117)

171

(128)

　（注）１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため該当事項はありません。

４　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業部門 従業員数(名)

保険事業 55  (13) 

不動産事業   2  (‐) 

乳業事業 26  (18) 

観光事業 27  (22) 

ゴルフ事業 31  (58) 

管理部門 26  ( 8) 

合計 167 (119) 

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数には顧問(２名)は含まれておりません。

３　従業員数欄の(外書)は、嘱託およびパートタイマー(１日８時間換算)の当中間会計期間における平均雇用人員

であります。

　

(2) 労働組合の状況

労使関係は円満に推移しており、現在労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当中間期のわが国経済は、米国サブプライムローン問題を主因とした金融・資本市場の混乱、円高と原油・諸原材

料価格の上昇が、好調を続けてきた企業業績に影を落とすとともに、生活必需品の値上がり等により個人消費も停

滞色を強めました。

　このような厳しい環境下、天候不順等の要因も加わり、当社の中間期業績は全体として計画を下回りました。

　営業収益は2,534百万円（前中間期比28百万円減）で、ゴルフ・保険事業は前年を上回る営業収益を上げた一方、暖

冬による紅葉の遅れや強風・大雨等の異常気象が影響して観光事業の営業収益が大きく落ち込み、乳業事業も観光

売店での乳製品売上減少が大きく、また不動産事業は賃貸料の一部改定により、それぞれ前年を下回る結果となり

ました。

　営業原価につきましては、賃貸ビルの改修工事費用と、乳業事業の飼料等仕入コスト増等により、全体では2,170百

万円（前中間期比48百万円増）となりました。一般管理費は、人件費増から254百万円（前中間期比8百万円増）と

なりました。　

　この結果、営業利益は計画を下回り109百万円（前中間期比84百万円減）となりました。経常利益はゴルフ会員権

のマーケットからの買取り消却の効果があり、238百万円（前中間期比14百万円増）となりました。

　最終的な中間純利益は、税金支出の増加から180百万円（前中間期比6百万円減）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　「営業活動によるキャッシュ・フロー」で得た資金は122百万円（前中間期比429百万円減）となりました。営業

利益の減少と法人税等の支払額増加に加え、前年は平成18年９月期の砕石事業撤退に伴う売上債権の回収があった

ため、前中間期との比較では減少幅が拡大しました。

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」で使用した資金は、賃貸ビルの改修工事等により、105百万円（前中間期

比5百万円減）となりました。

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」で使用した資金は、入会預り保証金の返還、配当支払及び社債償還等によ

り、513百万円（前中間期比370百万円増）となりました。

　以上により、「現金及び現金同等物」は期首から496百万円減少し、その当中間期末残高は2,685百万円となりまし

た。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

 当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

 なお、保険事業・不動産事業・観光事業・ゴルフ事業については生産を行っておりません。

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％)

乳業事業 254,579 103.3

　（注）１　上記金額は、製造原価により表示しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注実績

当社は見込み生産を行なっているため該当事項はありません。

(3) 販売実績

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

保険事業 475,594 100.9

不動産事業 842,961 98.7

乳業事業 301,168 99.4

観光事業 560,758 94.5

ゴルフ事業 354,148 103.8

合計 2,534,631 98.9

　（注）１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前中間会計期間 当中間会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

室町殖産㈱ 466,264 18.2 454,500 17.9

三井住友海上火災保険㈱

 
－ － 259,502 10.2

３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題はあ

りません。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

５【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間会計期間において主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

   当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,200,000

計 37,200,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,040,000 14,040,000
ジャスダック証券取

引所
―

計 14,040,000 14,040,000 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数

(千株)

発行済株式
総数残高

(千株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高

(千円)

 平成19年10月１日～

 平成20年３月31日
－ 14,040 － 4,340,550 － 527,052
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

室町ビルサービス株式会社 東京都中央区日本橋堀留町１―８―12 1,781 12.68

室町殖産株式会社 東京都中央区日本橋室町４―１―４ 991 7.05

株式会社テイソウ 東京都江東区清澄１―５―１ 701 4.99

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１―１―２ 694 4.94

ソシエテ　ジエネラル　エヌアール

エイ　エヌオー　デイテイテイ

(常任代理人　香港上海銀行東京支

店)

SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD 

HAUSSMANN PARIS-FRANCE

(東京都中央区日本橋３―11―１)

448 3.19

ホウライ従業員持株会
東京都中央区銀座６―14―５

ホウライ㈱内
420 2.99

三井住友海上火災保険㈱ 東京都中央区新川２―27―２ 360 2.56

内　堀　　　弘 石川県金沢市 327 2.32

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１―６―６ 300 2.13

三井物産株式会社

(常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社)

東京都千代田区大手町１―２―１

(東京都中央区晴海１―８―12)
300 2.13

計 ― 6,322 45.03

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式     42,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 13,888,000 13,888 ―

単元未満株式 普通株式    110,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 14,040,000 ― ―

総株主の議決権 ― 13,888 ―

　（注）１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権６個)含まれてお

ります。

２　「単元未満株式」欄には当社保有の自己株式427株が含まれております。
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②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計

(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

ホウライ株式会社
中央区銀座６－14－５ 42,000 ― 42,000 0.30

計 ― 42,000  ― 42,000 0.30

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 358 303 325 304 303 280

最低(円) 300 270 261 280 274 271

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)の中

間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(平成19年10月１日

から平成20年３月31日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。

３　中間連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

　  該当事項はありません。

（２）【その他】

　  該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

　 　
前中間会計期間末

(平成19年３月31日)
当中間会計期間末

(平成20年３月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比

(％)
金額(千円)

構成比
(％)

金額(千円)
構成比

(％)

(資産の部) 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１　現金及び預金 ※１  4,015,495   3,440,186   3,962,840  

２　受取手形 ※５  3,508   ―   ―  

３　売掛金 　  266,096   307,297   312,446  

４　たな卸資産 　  160,703   172,161   168,914  

５　その他 　  142,648   94,861   105,733  

貸倒引当金 　  △501   △200   △367  

流動資産合計 　  4,587,951 17.4  4,014,306 15.9  4,549,567 17.4

Ⅱ　固定資産 　          

１　有形固定資産 　          

(1) 建物 ※３  4,491,162   4,301,302   4,380,966  

(2) 構築物 ※３  468,260   446,407   455,603  

(3) 土地 ※３  7,056,555   7,056,555   7,056,555  

(4) コース勘定 　  4,834,505   4,834,505   4,834,505  

(5) その他 ※３  876,965   845,889   834,727  

有形固定資産合計 ※２  17,727,448 67.2  17,484,660 69.0  17,562,358 67.3

２　無形固定資産 　  493,294 1.9  377,688 1.5  430,174 1.7

３　投資その他の資産 　          

(1) 投資有価証券 　  965,094   840,976   937,909  

(2) 保険積立金 　  2,485,098   2,468,907   2,485,098  

(3) その他 　  153,967   152,395   151,928  

貸倒引当金 　  △23,730   △23,000   △23,000  

投資その他の
資産合計

　  3,580,429 13.5  3,439,280 13.6  3,551,936 13.6

固定資産合計 　  21,801,172 82.6  21,301,629 84.1  21,544,469 82.6

Ⅲ　繰延資産 　  8,436 0.0  ― ―  ― ―

資産合計 　  26,397,560 100.0  25,315,936 100.0  26,094,036 100.0
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前中間会計期間末

(平成19年３月31日)
当中間会計期間末

(平成20年３月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比

(％)
金額(千円)

構成比
(％)

金額(千円)
構成比

(％)

(負債の部) 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１　買掛金 　  67,504   79,075   80,265  

２　一年内償還予定社債 　  100,000   100,000   100,000  

３　未払法人税等 　  14,509   56,978   202,918  

４　賞与引当金 　  36,146   36,258   42,045  

５　その他 ※４  686,560   856,097   1,222,289  

流動負債合計 　  904,721 3.4  1,128,409 4.5  1,647,519 6.3

Ⅱ　固定負債 　          

１　社債 　  2,100,000   2,000,000   2,050,000  

２　繰延税金負債 　  6,054   －   15,725  

３　役員退職慰労引当金 　  50,480   59,150   60,540  

４　預り保証金 ※４  18,172,451   16,497,864   16,739,851  

固定負債合計 　  20,328,986 77.0  18,557,014 73.3  18,866,116 72.3

負債合計 　  21,233,707 80.4  19,685,424 77.8  20,513,635 78.6

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１　資本金 　  4,340,550 16.4  4,340,550 17.1  4,340,550 16.6

２　資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 527,052   527,052   527,052   

資本剰余金合計 　  527,052 2.0  527,052 2.1  527,052 2.0

３　利益剰余金 　          

  (1）利益準備金 　 －   7,000   －   

(2）その他利益剰余金 　          

繰越利益剰余金 　 186,667   710,316   606,899   

利益剰余金合計 　  186,667 0.7  717,316 2.8  606,899 2.3

４　自己株式 　  △8,679 △0.0  △11,292 △0.0  △10,231 △0.0

株主資本合計 　  5,045,591 19.1  5,573,627 22.0  5,464,270 20.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１　その他有価証券評価
差額金

　  118,261   56,885   116,130  

評価・換算差額等合計 　  118,261 0.5  56,885 0.2  116,130 0.5

純資産合計 　  5,163,852 19.6  5,630,512 22.2  5,580,400 21.4

負債純資産合計 　  26,397,560 100.0  25,315,936 100.0  26,094,036 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比

(％)
金額(千円)

百分比
(％)

金額(千円)
百分比

(％)

Ⅰ　営業収益 　  2,562,762 100.0  2,534,631 100.0  5,772,375 100.0

Ⅱ　営業原価 　  2,122,462 82.8  2,170,508 85.6  4,581,154 79.4

営業総利益 　  440,300 17.2  364,122 14.4  1,191,221 20.6

Ⅲ　一般管理費 　  246,002 9.6  254,429 10.1  507,483 8.8

営業利益 　  194,297 7.6  109,693 4.3  683,737 11.8

Ⅳ　営業外収益 ※１  66,407 2.6  167,181 6.6  313,502 5.4

Ⅴ　営業外費用 ※２  36,477 1.4  37,915 1.5  88,482 1.5

経常利益 　  224,227 8.8  238,959 9.4  908,757 15.7

Ⅵ　特別利益 　  0 0.0  604 0.0  1,208 0.0

Ⅶ　特別損失 　  1,190 0.1  3,626 0.1  28,121 0.5

税引前中間
(当期)純利益

　  223,037 8.7  235,937 9.3  881,844 15.2

法人税、住民税
及び事業税

　 4,406   47,005   199,763   

法人税等調整
額

　 31,963 36,369 1.4 8,508 55,514 2.2 75,181 274,945 4.7

中間(当期)
純利益

　  186,667 7.3  180,423 7.1  606,899 10.5
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金資本準備金

その他
利益剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年９月30日　残高
（千円）

4,340,550 5,134,722 △4,607,669 △7,528 4,860,074 109,033 4,969,108

中間会計期間中の変動額        

資本準備金の減少及び剰余金
の処分

 △4,607,669 4,607,669  －  －

中間純利益   186,667  186,667  186,667

自己株式の取得    △1,150 △1,150  △1,150

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

     9,227 9,227

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

－ △4,607,669 4,794,337 △1,150 185,517 9,227 194,744

平成19年３月31日　残高
（千円）

4,340,550 527,052 186,667 △8,679 5,045,591 118,261 5,163,852

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金 

その他
利益剰余金 

 利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金 

平成19年９月30日　残高
（千円）

4,340,550 527,052 － 606,899 606,899 △10,231 5,464,270

中間会計期間中の変動額        

利益準備金の積立   7,000 △7,000 －  －

剰余金の配当    △70,005 △70,005  △70,005

中間純利益    180,423 180,423  180,423

自己株式の取得      △1,061 △1,061

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

       

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － 7,000 103,417 110,417 △1,061 109,356

平成20年３月31日　残高
（千円）

4,340,550 527,052 7,000 710,316 717,316 △11,292 5,573,627

 

評価・換算
差額等

純資産合計
その他
有価証券
評価差額金

平成19年９月30日　残高
（千円）

116,130 5,580,400

中間会計期間中の変動額   

利益準備金の積立  －

剰余金の配当  △70,005

中間純利益  180,423

自己株式の取得  △1,061
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評価・換算
差額等

純資産合計
その他
有価証券
評価差額金

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

△59,244 △59,244

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

△59,244 50,111

平成20年３月31日　残高
（千円）

56,885 5,630,512

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金資本準備金

その他
利益剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年９月30日　残高
（千円）

4,340,550 5,134,722 △4,607,669 △7,528 4,860,074 109,033 4,969,108

事業年度中の変動額        

資本準備金の減少及び剰余金
の処分

 △4,607,669 4,607,669  －  －

当期純利益   606,899  606,899  606,899

自己株式の取得    △2,703 △2,703  △2,703

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

     7,096 7,096

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ △4,607,669 5,214,568 △2,703 604,196 7,096 611,292

平成19年９月30日　残高
（千円）

4,340,550 527,052 606,899 △10,231 5,464,270 116,130 5,580,400
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

　    

１　税引前中間(当期)
純利益

　 223,037 235,937 881,844

２　減価償却費 　 203,762 191,248 411,920
３　のれん償却額 　 59,390 59,896 119,287
４　受取利息及び受取配当金 　 △7,497 △9,384 △25,239
５　会員権消却益 　 △46,332 △137,835 △261,820
６　社債利息 　 14,497 14,007 28,750
７　有形固定資産除売却損 　 1,190 3,626 2,214
８　売上債権の減少額 　 121,613 4,945 78,771
９　たな卸資産の増減額(増加:
△) 　 7,831 △3,247 △378

10　仕入債務の増減額(減少:
△) 　 △9,211 △1,189 3,549

11　その他 　 50,518 △35,790 139,672

小計 　 618,801 322,216 1,378,571
12　利息及び配当金の受取額 　 7,227 9,968 23,901
13　利息の支払額 　 △14,510 △14,020 △28,775
14　砕石工場原状回復費用の
支払額

　 △46,594 － △46,594

15　法人税等の支払額 　 △13,026 △195,948 △17,060

営業活動による
キャッシュ・フロー

　 551,898 122,216 1,310,042

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

　    

１　定期預金の預入
による支出

　 － △500,000 △500,000

２　定期預金の払戻
による収入

　 － 500,000 －

３　有形固定資産の取得
による支出

　 △92,060 △115,854 △180,486

４　有形固定資産の売却
による収入

　 47,513 8,615 61,887

５　無形固定資産の取得
による支出

　 △28,413 △12,105 △29,168

６　投資有価証券の取得
による支出

　 △18,200 △3,000 △21,200

７　その他 　 △19,992 17,154 △13,965

投資活動による
キャッシュ・フロー

　 △111,152 △105,191 △682,933

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

　    

１　社債の償還による支出 　 △50,000 △50,000 △100,000
２　入会預り保証金の
返還による支出

　 △91,867 △393,164 △761,979

３　配当金の支払額 　 － △69,268 －

４　その他 　 △1,150 △1,061 △2,703

財務活動による
キャッシュ・フロー

　 △143,018 △513,494 △864,682

Ⅳ　現金及び現金同等物の
増加額又は減少額(△) 　 297,727 △496,468 △237,572

Ⅴ　現金及び現金同等物の
期首残高

　 3,419,191 3,181,618 3,419,191

Ⅵ　現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 　 3,716,918 2,685,149 3,181,618
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１　資産の評価基準お

よび評価方法

(1) 有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

(1) 有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

同左         

(1) 有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により

算定)
 時価のないもの

移動平均法による

原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2) たな卸資産

①　製品、半製品、仕掛品、

原材料の一部(主に那

須乳業工場のもの)

総平均法による原価

法

(2) たな卸資産

①　製品、半製品、仕掛品、

原材料の一部(主に那

須乳業工場のもの)

同左

(2) たな卸資産

①　製品、半製品、仕掛品、

原材料の一部(主に那

須乳業工場のもの)

同左

 ②　商品、貯蔵品、上記以外

の原材料

最終仕入原価法

②　商品、貯蔵品、上記以外

の原材料

同左

②　商品、貯蔵品、上記以外

の原材料

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

ゴルフ事業部の建物・

構築物

定額法

(1) 有形固定資産

       同左

　

(1) 有形固定資産

       同左

　

 ゴルフ事業部以外の建

物（建物附属設備を除

く）

定額法

　

　

　

　

 乳牛　　定額法

その他　定率法

なお、主な耐用年数は建

物が15～50年、構築物が

10～30年であります。

　

　

　

　

　

　

 (2) 無形固定資産

    定額法

なお、主な償却年数また

は耐用年数はのれんが

５年、自社利用のソフト

ウェアが社内における

見込利用可能期間(５年)

であります。

(2) 無形固定資産

         同左          

 

(2) 無形固定資産

           同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

３　繰延資産の処理方

法

社債発行費

　３年間で毎期均等償却

― 社債発行費

 ３年間で毎期均等償却

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

　従業員賞与の支給に充て

るため、支給見込額に基づ

き計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

 (3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務および年金資

産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発

生していると認められる

額を計上しております。な

お、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の一

定の年数(５年)による按分

額を発生時から費用処理

しております。数理計算上

の差異については、各期の

発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年

数(10年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌期から費

用処理することとしてお

ります。

　ただし、当中間会計期間

末においては、前払年金費

用が発生しているため、退

職給付引当金は計上され

ておりません。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務および年金資

産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発

生していると認められる

額を計上しております。数

理計算上の差異について

は、各期の発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の

一定の年数(10年)による按

分額をそれぞれ発生の翌

期から費用処理すること

としております。

　ただし、当中間会計期間

末においては、前払年金費

用が発生しているため、退

職給付引当金は計上され

ておりません。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務および年金資

産の見込額に基づき計上

しております。なお、過去

勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年

数(５年)による按分額を発

生時から費用処理してお

ります。数理計算上の差異

については、各期の発生時

の従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数(10年)

による按分額をそれぞれ

発生の翌期から費用処理

することとしております。

　ただし、当期末において

は、前払年金費用が発生し

ているため、退職給付引当

金は計上されておりませ

ん。

 (4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上し

ております。

 

EDINET提出書類

ホウライ株式会社(E04691)

半期報告書

19/33



項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

５　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

６　中間キャッシュ・

フロー計算書

(キャッシュ・フ

ロー計算書)におけ

る資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可

能な預金(保険会社勘定に見

合うものを除く)及び容易に

換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなって

おります。

同左 同左

７　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

  消費税等の会計処理は税

抜方式によっております。

  なお、仮払消費税等および

仮受消費税等は相殺のうえ、

流動負債の「その他」に含

めて表示しております。

 同左

  

　消費税等の会計処理は税抜

方式によっております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）および「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号　平成17年12月９日）を適用

しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は5,163,852千円であります。

 なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。

 ──────────

　

　

──────────

　

　

 ──────────

 　

 　

  ──────────

 

 

（固定資産の減価償却の方法）

　法人税法の改正((所得税法等の一部

を改正する法律 平成19年３月30日 

法律第６号)および(法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19年３月30

日 政令第83号))に伴い、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しております。

  なお、この変更による影響額は軽微

であります。

表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

（中間キャッシュ・フロー計算書）

 営業権償却額は前中間会計期間まで営業活動による

キャッシュ・フローの「減価償却費」に含めておりまし

たが、当中間会計期間から「のれん償却額」として表示し

ております。

  なお、前中間会計期間の営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「減価償却費」に含まれている営業権償却額は

6,157千円であります。

　

──────────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
(平成19年３月31日)

当中間会計期間末
(平成20年３月31日)

前事業年度末
(平成19年９月30日)

※１　現金及び預金

　現金及び預金のうち保険会社

勘定に見合うもの298,576千円

は、当社が損害保険代理店とし

て、保険契約者より領収した損

害保険料を損害保険会社に納

付するまでの一時預り金であ

り、資金使途が制限されており

専用口座に別途保管しており

ます。

※１　現金及び預金

　現金及び預金のうち保険会社

勘定に見合うもの255,036千円

は、当社が損害保険代理店とし

て、保険契約者より領収した損

害保険料を損害保険会社に納

付するまでの一時預り金であ

り、資金使途が制限されており

専用口座に別途保管しており

ます。

※１　現金及び預金

　現金及び預金のうち保険会社

勘定に見合うもの281,222千円

は、当社が損害保険代理店とし

て、保険契約者より領収した損

害保険料を損害保険会社に納

付するまでの一時預り金であ

り、資金使途が制限されており

専用口座に別途保管しており

ます。

※２　有形固定資産の減価償却累計額

12,321,635千円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

          12,646,084千円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

12,525,236千円

※３　担保資産

　無担保社債の保証委託に対し

て担保に供している資産は次

のとおりであります。

※３　担保資産

　無担保社債の保証委託に対し

て担保に供している資産は次

のとおりであります。

※３　担保資産

　無担保社債の保証委託に対し

て担保に提供している資産は

次のとおりであります。

建物 520,328千円

構築物 357千円

土地 2,084,780千円

その他

有形固定資産
10,939千円

合計 2,616,405千円

建物 480,436千円

構築物    293千円

土地 2,084,780千円

その他

有形固定資産
     9,830千円

合計  2,575,340千円

建物    504,261千円

構築物 320千円

土地 2,084,780千円

その他

有形固定資産
9,613千円

合計 2,598,975千円

※４　預り保証金

　ホウライカントリー倶楽部入

会保証金は一部を返還すると

ともに返還期限の延長を進め

た結果、当中間期末の預り保証

金残高は、9,518,800千円とな

り、このうち一部返還予定額の

残高39,800千円を流動負債とし

て表示しております。西那須野

カントリー倶楽部入会保証金

(返還据置期間は平成20年５月

まで)は7,779,200千円でありま

す。

※４　預り保証金

　ホウライカントリー倶楽部入

会預り保証金は一部を返還す

るとともに返還期限の延長を

進めた結果、当中間期末の入会

預り保証金残高は、8,997,000千

円となり、このうち一部返還予

定額の残高

20,000千円を流動負債として表

示しております。

西那須野カントリー倶楽部入

会預り保証金(返還据置期間は

平成20年５月まで)についても

一部返還と返還期限の延長を

進めた結果、当中間期末の入会

預り保証金残高は6,884,400千

円となり、このうち一部返還予

定額の残高231,800千円を流動

負債として表示しております。

※４　預り保証金

　ホウライカントリー倶楽部入

会預り保証金は一部を返還す

るとともに返還期限の延長を

進めた結果、当期末の入会預り

保証金残高は9,172,000千円と

なり、このうち一部返還予定額

の残高24,000千円を流動負債と

して表示しております。

西那須野カントリー倶楽部入

会預り保証金(返還据置期間は

平成20年５月まで)についても

一部返還と返還期限の延長を

進めた結果当期末の入会預り

保証金残高は7,240,400千円と

なり、このうち一部返還予定額

の残高562,800千円を流動負債

として表示しております。

前中間会計期間末
(平成19年３月31日)

当中間会計期間末
(平成20年３月31日)

前事業年度末
(平成19年９月30日)

※５　中間期末日が満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理しております。

なお、当中間期末日が金融機関

の休日であったため、次の中間

期末日満期手形が期末残高に

含まれております。

 ──────────

　

 ──────────
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前中間会計期間末
(平成19年３月31日)

当中間会計期間末
(平成20年３月31日)

前事業年度末
(平成19年９月30日)

受取手形 800千円   

　 　 　

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※１　主要な営業外収益 ※１　主要な営業外収益 ※１　主要な営業外収益

会員権消却益 46,332千円 会員権消却益 137,835千円 会員権消却益 261,820千円

※２　主要な営業外費用 ※２　主要な営業外費用 ※２　主要な営業外費用

社債利息 14,497千円

社債発行費償却 8,436千円

ゴルフ関連

調査研究費
3,048千円

社債利息 14,007千円

ゴルフ関連

調査研究費
2,257千円

社債利息 28,750千円

社債発行費償却 16,873千円

ゴルフ関連

調査研究費
8,638千円

　３　減価償却実施額 　３　減価償却実施額 　３　減価償却実施額

有形固定資産 199,656千円

無形固定資産 63,496千円

有形固定資産  186,554千円

無形固定資産 64,591千円

有形固定資産 403,835千円

無形固定資産 127,372千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 14,040,000 － － 14,040,000

合計 14,040,000 － － 14,040,000

自己株式     

普通株式 31,469 3,190 － 34,659

合計 31,469 3,190 － 34,659

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加3,190株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 14,040,000 － － 14,040,000

合計 14,040,000 － － 14,040,000

自己株式     

普通株式 38,847 3,580 － 42,427

合計 38,847 3,580 － 42,427

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加3,580株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

        ２．配当に関する事項

          (1) 配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月21日

定時株主総会
普通株式 70,005 5  平成19年９月30日  平成19年12月25日

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 14,040,000 － － 14,040,000

合計 14,040,000 － － 14,040,000

自己株式     

普通株式 31,469 7,378 － 38,847

合計 31,469 7,378 － 38,847

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加7,378株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

          (1) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
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（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月21日

定時株主総会
普通株式 70,005  利益剰余金 5  平成19年９月30日 平成19年12月25日

　

　

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 4,015,495千円

保険会社勘定に見

合う現金及び預金
△298,576千円

現金及び

現金同等物
3,716,918千円

現金及び預金勘定 3,440,186千円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金
△500,000千円

保険会社勘定に見

合う現金及び預金
△255,036千円

現金及び

現金同等物
2,685,149千円

現金及び預金勘定 3,962,840千円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金
△500,000千円

保険会社勘定に見

合う現金及び預金
△281,222千円

現金及び

現金同等物
3,181,618千円
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（リース取引関係）

前中間会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および中間期末残高

相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および中間期末残高

相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および期末残高相当

額

　
有形固定資産

その他

取得価額

相当額
97,795千円

減価償却

累計額相当額
44,829千円

減損損失

累計額相当額
41,258千円

中間期末残高

相当額
11,707千円

　
有形固定資産

その他

取得価額

相当額
86,199千円

減価償却

累計額相当額
  39,338千円

減損損失

累計額相当額
35,380千円

中間期末残高

相当額
11,481千円

　
有形固定資産

その他

取得価額

相当額
97,795千円

減価償却

累計額相当額
45,225千円

減損損失

累計額相当額
41,258千円

期末残高

相当額
11,311千円

　なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

よって算定しております。

同左 　なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によって算定

しております。

②　未経過リース料中間期末残高相当

額等

②　未経過リース料中間期末残高相当

額等

②　未経過リース料期末残高相当額

    等

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 24,914千円

１年超 2,442千円

合計 27,356千円

リース資産減損勘

定中間期末残高
15,649千円

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 4,056千円

１年超 7,425千円

合計 11,481千円

     未経過リース料期末残高相当額

１年以内 16,378千円

１年超 2,046千円

合計 18,424千円

リース資産減損勘

定期末残高
7,113千円

　なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法によって算定してお

ります。

同左 　なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法

によって算定しております。

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失

支払リース料 8,932千円

リース資産減損勘

定の取崩額 
8,536千円

減価償却費

相当額
396千円

支払リース料 7,509千円

リース資産減損勘

定の取崩額 
7,113千円

減価償却費

相当額
396千円

支払リース料 17,864千円

リース資産減損勘

定の取崩額
17,072千円

減価償却費

相当額
792千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

（前中間会計期間）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価

(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額

(千円)

株式 147,527 323,295 175,767

その他 89,530 112,521 22,990

合計 237,058 435,816 198,758

２　時価評価されていない有価証券

区分 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券  

非上場株式 523,516

投資事業有限責任組合契約に

基づく権利
5,760

合計 529,277

（当中間会計期間）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価

(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額

(千円)

株式 141,389 239,312 97,922

その他 89,530 87,213 △2,317

合計 230,920 326,525 95,605

２　時価評価されていない有価証券

区分 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券  

非上場株式 510,295

投資事業有限責任組合契約に

基づく権利
4,155

合計 514,450

（前事業年度）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価

(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差額

(千円)

株式 138,105 315,077 176,972

その他 89,530 107,734 18,203

合計 227,635 422,812 195,176

        (注)  表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。なお、当事業年度において、その他有価証券

            で時価のあるものについて12,686千円減損処理を行っております。

　

２　時価評価されていない有価証券
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区分 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券 　

非上場株式 510,295

投資事業有限責任組合契約に基づ

く権利
4,801

合計 515,096

        (注)  当事業年度において、時価評価されていない有価証券のうちの一部について減損処理を行い、投資有価

            証券評価損13,220千円を計上しております。

　

　

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。

当中間会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。

前事業年度(自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。
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（持分法損益等）

前中間会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)

当社は関連会社がないため該当事項はありません。

当中間会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)

当社は関連会社がないため該当事項はありません。

前事業年度(自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)

当社は関連会社がないため該当事項はありません。

（１株当たり情報）

項目
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１株当たり純資産額 368円71銭 402円25銭 398 円57銭

1株当たり中間（当期）

純利益
　 13円33銭 　   12円89銭 43円33銭

　 なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益について

は、潜在株式がないため記

載しておりません。

同左 なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記

載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 項目
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

中間（当期）純利益

(千円)
186,667 180,423 606,899

普通株主に帰属しない金

額(千円)
― ― ―  

普通株式に係る中間（当

期）純利益（千円）
186,667 180,423 606,899

期中平均株式数(株) 14,007,038 13,999,903 14,005,210

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（２）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第124期)

自　平成18年10月１日

至　平成19年９月30日
　
平成19年12月21日

関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ホウライ株式会社(E04691)

半期報告書

31/33



独立監査人の中間監査報告書

   平成19年６月15日

ホウライ株式会社    

 取　締　役　会　　御中  

 監査法人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 本多　潤一　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　努　  　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホウライ株

式会社の平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第124期事業年度の中間会計期間(平成18年10月１日から平成19年

３月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

ホウライ株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年10月１日から

平成19年３月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

   平成20年６月16日

ホウライ株式会社    

 取　締　役　会　　御中  

 監査法人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 本多　潤一　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　努　  　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ホウライ株式会社の平成19年10月１日から平成20年９月30日までの第125期事業年度の中間会計期間(平成19年10月１日か

ら平成20年３月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

ホウライ株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成19年10月１日から

平成20年３月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。
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